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1 所管事項

( 1 ）三三重県における補助金等の基本的な在り方等に関する条例の規定

による提出資料について
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第2-3号様式（条例第6条第4項関係）
交付決定実績読書（5億円以上、変更分）

（昔日馬名：黒土整備昔日）（単位．子円）

補劫事業者の氏名 交付決定額
番号 補助金等の名称 事業内容 変更の内容及び理由 課｛主主）名 備考

及び住所 変更訴 変更後
2 広域河川改修費 近畿日本鉄道株 近鉄J11原町駅付 608,562 605,762 当初予定していた仮設エの設 河JII~果
(24- 負担金 式会社 近連続立体交差 言十が不要となり、事業費をi威
2-2) （平成24年度） 上大阪市天.:E寺区 事業と併せて実施 額したものである。

本町6T箆1番 する三滝川の狭窄
55号 部を解消する河Jll

改修事業のため、
鉄道橋架け欝えエ
事！こ要する経費の
一部を負担する。

司向ム 4 連続立体交差著書 向上 近鉄JII原町奴付 558,267 766, 129 鉄道高架化の事業促進のた 都市政策
(25-2) 業負担金 近連続立体交差 める、事業費を増額したもので 諜
（平成25年度） 事業による鉄道施 あ

設高架化等の都
市計磁事業に要す
る経費の一部を負
担する。
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第3-3号様式（条例第7条務係）
補助金等評締結巣調書

（部局名・焦土整備部）（単位，千円）

番号 補助金等の名称
補助事業者等の氏名及び

当初交付決定額 交付実績額 評価結集 謀（室）名 備考
住所

24-2-2 広域河川改修費負 近畿日本鉄道株式会社 413,000 605,762 （根拠） 湾JI！諜
援金 大阪市天王寺区よ本町 二級河川三滝川鉄道橋・道路橋緊急対策事業！こ
（平成24年度） 6γ呂1番55号 かかる協定書

（公益性）
二級湾JII三滝川のネック点が原図となる洪水から
県民の生命置財産を守る事業であり、公益性を有す
る。
（必婆性）
洪水から県民の生命・財産を守るため、近鉄橋梁
の改築が必要となる。
（効果）
近鉄橋梁付近の拡幅による治水安全疫の向ょに
向けて、毒事業進捗が殴れた。
（交付基準等の妥当性）
ネック点解消に｛半う鉄道橋梁替のため鉄道事業者

れコ へ負担するものであり、他の方法は晃当たらない。
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第3-3号様式（条例第7条関係）
補助金等評価結果調書

（部局名県土整備部）（単佼千円）

番号 補助金等の名称 i稽助事業者等の氏名及び 当初交付決定額 交付実綴額 評価結果 課（塗）名 ｛庸考
｛住所

26-1 下水道普及半ジャン 津市 80.445 （根拠） 下水1墨課
ブアップ事業補助金 津市西丸之内23番1号 疑土整備部関係補助金等交付妥綱

（公益性）
JI Iや海などの公共用水域、伊勢湾などの閉鎖性
水域の水質汚濁防止を行い、生活排水処理対策を
推進することを呂約としたこの補助金は、ナショナ
Jレ・ミニマムの理由により公益性を有する。
（必要性）
公共下水道の緊急かつ計画的な整備を促進する
ため、平成12年度までに市町村が単独で行った事
業にかかる地方債の元手＇＇］償還額に対して、負担軽
；戒を図る必妥がある。
（効果）
津市が行う汚水排除を目的とした公共下水道事業
に対して、県費補効を行うことにより、下水道普及率

いJ を16.7%（平成7年度末）から29司6%（平成12年度末）
にすることができた。
（交付基準等の妥当性）
市町の財政負担の軽減を図るため最も効果的な
支援方法である。なお、新規の採択は終了してお
り、平成27年度には当該補助制度を廃止する予定
である。
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第3-3号様式（条例第7条関係）
補助金等評価結果読書

（部局名：県土整備部）（単位子p:j)

番号 補劫金等の名称 補住助所事業者等の氏名及び 当初交付決定額 交付笑緩額 評価絡果 諜（護）名 備考

26-2 下水道普及半ジャン ll!l日市市 88,669 （根拠） 下水道課
プアップ事業補劾金 四日市市諏訪町1番5号 県土楚備部関係補助金等交付要綱

（公益性）
Jllや海などの公共用水域、伊勢湾などの閉鎖性
水域の水質汚濁j坊止を行い、生活排水処理対策を
推進することを目的としたこの補劾金！立、ナショナ
lレEミニマムの玉里由により公益性を有する。
（必婆性）
公共下水道の緊急かつ計画的な整備を促進する
ため、平成12年度までに市町村が単独で行った事
業にかかる地方債の元利償還額に対して、負担軽
j成を殴る必要がある。
（効薬）
沼臼市？告が行う汚水排除をg約とした公共下水道
事業に対して、嬢費補助を行うことにより、下水道普

~ 及率を38.6%（平成7年度末）から53.6%（平成12年
度末）にすることができた。
（交付基準等の妥当性）
市町の財政負担の軽減を図るため貴重も効果的な
支援方法である。なお、新規の採択は終了してお
り、平成27年度にはさき該檎劾帝Jj度を廃止する予定
である。
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第3-3号様式（条例第7条関係）

補助金等評俄結果議書
（部局名県土整備部）（単位：千円）

番号 補助金等の名称 補住助所事業者等の氏名及び 当初交付決定額 交付実緩額 評価結果 諜（室）名 儀考

26-3 下水道普及率ジャン 松阪市 96,471 （根拠） 下水遂課
ブアップ事業補助金 松板市殿町1340番地1 県土整備部関係補助金等交付要続

（公主主性）
J 11や海などの公共用水域、伊勢湾などの閉鎖性
水域の水質汚濁防止を行い、生活排水処程対策を
推進することを目的としたこの補助金！立、ナショナ
jレ・ミニマムの還自により公益性を有する。
（必要性）
公共下水道の緊急かつ計箇約な整織を促進する
ため、平成12年度までに市町村が単独で行った事
業にかかる地方債の先手lj償還額に対して、負担軽
減を図る必要がある。
（効果）
松阪市が行う汚水排！徐を目的とした公共下水道事
業に対して、県費補助を行うことにより、下水道普及

Ul 率を0%（平成7年度末）から12.8%（平成12年度末）
にすることができた。
（交付基準等の妥当性）
市町の財政負担の軽減を図るため最も効果的な
支援方法である。なお、新規の採択は終了してお
り、平成27年度には当該補助幸lj疫を廃止する予定
である。
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第3-,3号様式（条例第7条関係）
補助金等評価結果調書

（部局名’県こと主主｛階部）（単位千円）

番号 補助金等の名称 補住助所事業者等の氏名及び 当初交付決定額 交付実績額 評価結果 諜（釜）：名 備考

24-2…3 連続立体交差事業 近畿日本鉄道株式会社 1,221,478 1,733,717 （根拠） 都市政策課
負担金 大板市天王寺区上本町 「都市における遂路と鉄道との連続立体交差化に
〔平成24年度） 6丁目1番55号 関する要綱J及び「肉細目要綱Jに基づく近鉄との協

定書
（公益性）
健全かつ機能的な都市形成を尽的とした都市計額
道路等の整備に対する補助であることから公共性を
有している。
（必婆性）
連続立体交差事業による鉄道施設高架化で踏切
「除去を行うことにより交通内海化と踏切事故の解消
を図る必要がある。
（効果）
連続立体交差化に向け仮線工事と高架部の事業

(J) 進捗が図れた。
（交付基準等の妥当性）
連続立体交差事業による鉄道施設高架化で滋切
除去を行うことにより、交通円滑化と踏切事故が解
消される受益に対して負担するものであり、他の方
j去は見当たらない。
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策3-3号様式（条例第7条関係）
補助金等評鏑結果調書

（苦F局名：県土整備部）（単位。子内）
番号 補助金等の名称 補住助所事業者等の氏名及び 当初交付決定額 交付実績額 評価結果 課（室）名 備考

25-1 土地区隠整理事業 鈴鹿市白j工土地区磁整 148,400 （根拠） 都市政策課
補助金 理組合 県土整備部関係補助金等交付要綱

鈴鹿市南江島町19-26 （公益性）
都市基盤のき華備が不十分な地区における健全な
市街地主警備に寄与しており、公共性を有する。
（必要性）
無秩序な市街化を妨止し、良好な居住環境を有す
る市街地の計画的な整備のため必姿である。
（効果）
都市計蛮道路の整備、造成、支障家屋移転等が
行われた。
（交付基準等の妥当性）
土地区醤整理組合等が施行する土地区溜整理事
業について、補助金の交付を行い、健全で機能約な

、斗
都市形成の促進を図ることが最も有効な方法であ
る。
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